
 

バックオフィス業務等支援モデル事業 企画提案指示書 

 

１ 様式及び記載に当たっての留意事項等 

（１）企画提案書の様式は任意とします。（別添様式例を参考に作成してください。） 

（２）用紙の規格はＡ４判縦、横書き、左綴じとします。（Ａ３版用紙の折込は不可） 

（３）提案書は20ページ以内で作成し、提案書の下部にはページ番号を記載してください。 

   なお、表紙、目次はページ数から除きます。 

（４）文章を補完するためにイラストや図表を使用することは構いませんが、提案者が特定し得

る内容やロゴマーク等は一切入れないでください。 

（５）提案書は、特段の専門的な知識を有していない者も理解できる表現とし、必要に応じて用

語解説などを記載してください。 

 

２ 企画提案書作成上の留意事項 

（１）業務処理責任者 

この欄は、当該業務を実際に担当する方について知るためのものです。 

提出後に業務処理責任者が当該業務を担当できなくなった場合には、選定を取り消すこと

がありますので、確実に担当できる方の氏名、年齢、職位、経験年数、主な経歴等を記載し

てください。 

（２）業務の実施体制 

   本業務を実施するに当たっての体制を記載してください。また、各要員の業務分担につい

て記載してください。 

   情報セキュリティ対策の実施体制についても、併せて記載してください。 

（３）年間処理計画 

   契約期間内におけるスケジュールについて、全体の進行管理や業務内容ごとの事業実施予

定など、一連の流れがわかるように記載してください。 

（４）業務の履行実績 

   過去に国や地方公共団体、民間事業者であることを問わず、本業務のように業務のプロセ

スを分析し、ＩＴツールなどを活用して業務の効率化に向けた取組への支援や、業務効率化

に資する手法の収集・提供、対象者からの相談対応等など、類似・関連業務の実績について

記載してください。 

（５）企画提案概要等 

   本業務全体に関する基本的な考え方や関係団体の業務効率化につながるノウハウ等の横展

開等に対する提案の概要を記載してください。 

（６）本業務の実施方策 

  ア 機運醸成に向けたセミナーの開催 

    契約期間内に１回以上開催することとし、ＢＰＲの取組への機運醸成を図るための業務

フローの提供や課題解決の手法のほか、イの業務への誘導も含め、より効果的と考えられ

る開催手法を検討し、記載してください。 

    なお、本事業の取組の対象団体は全道各地に８９団体あり、幅広く参加できる手法につ

いても提案してください。 

    各団体へのセミナーの開催案内等については、道を通じて配布することが可能です。 

  イ 相談窓口の設置 

    相談体制のほか、対応の方法や相談内容への的確な助言を行うための実施手法について

記載してください。 

    なお、相談窓口は契約期間中に６ヶ月以上開設することとし、多くの団体が参加できる

よう相談窓口開設への効果的な周知方法や実際のツール等の活用ノウハウなどについて記

載するほか、取組結果を他の団体への効果的に周知方法についても提案してください。 

  ウ アドバイザーによる業務効率化の提案 

    モデル対象施設の実際の業務効率化に向けた支援について次の内容を基本として、実施

内容や工程、ヒアリング等への負担軽減策や実施後の姿などについて提案してください。 

    ・ヒアリング等の調査を実施し、業務改善策を提案する庶務業務範囲の確定 



 

    ・業務工程の分析と工程表の作成を行い、業務遂行となる課題の整理 

    ・既存システムの状況を把握し、クラウドサービスなどの活用による効率化の分析 

    ・各種分析や実態把握を踏まえた実現可能な改善策の提案 

（７）その他 

   本業務に関連して、企画指示書に記載のない事項であって、業務を進める上で効果的と考

えられる取組などについて、その効果や提案の有効性も含め記載してください。 

（８）業務処理に要する見積価額 

   消費税及び地方消費税相当額を含む価額及び積算内訳について記載してください。 

   なお、実施期間を令和７年（2025年）４月下旬から令和８年（2026年）３月31日までと想

定して算出してください。 

 

３ 予算上限額 

  １４，６０１千円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

４ 企画提案書の提出等 

（１）企画提案書の提出部数及び方法 

  ア 提出部数  ８部 

それぞれに表紙を付け、１部のみ企画提案者名を記入し、残りには、企画提案者名は記

入しないでください。 

企画提案者名を記載しない７部については、業務処理責任者の氏名及び本委託業務の実

施体制に氏名の記載がある場合は当該氏名を「Ａ」「Ｂ」などに置き換えて提出してくだ

さい。 

  イ 提出期限 令和７年(2025年)３月19日（水）午後５時までに必着 

ウ 提出場所 北海道総務部イノベーション推進局改革推進課行政管理係（担当：中田、鈴木 ） 

         住所：〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目（本庁舎５階） 

         電話：011-204-5002 

エ 提出方法 持参または郵送（特定記録、簡易書留、書留のいずれかによる。）とする。 

（２）質問の受付 

   電子メール（メールアドレス；somu.gyokaku1@pref.hokkaido.lg.jp）で受け付けます。 

   「件名」に【質問：バックオフィス業務支援モデル事業（企業名を記載）】と明記し、本文

に事業者名、担当者職・氏名及び連絡先電話番号を記載した上で、質問事項を記載してくださ

い。 

（３）その他 

  ア 提出された企画提案書は返却しません。 

  イ 複数の企画提案があった場合は、全ての提案について無効とします。 

ウ 提出された企画提案についてヒアリングを実施します。日程等は後日お知らせします。 

なお、企画提案が多数の場合は、書面による予備審査を行い、予め上位５者を選出します。 

エ 企画提案書の作成・提出に係る費用は、提出者の負担とします。 

オ 企画提案書の採否は、文書で通知します。 

カ 期限までに企画提案書の提出がない場合は、「参加表明書」の提出があっても参加の意思

がないものとみなします。 


